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農業協同組合法施⾏細則 （平成１６年７⽉９⽇岡山県規則第７４号） 
 

農業協同組合法施⾏細則を次のように定める。 
 

農業協同組合法施⾏細則 
農業協同組合法施⾏規則（昭和３１年岡山県規則第２８号）の全部を改正する。 
 
（趣旨） 
第１条 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号。以下「法」という。）の施⾏

については、農業協同組合法施⾏令（昭和３７年政令第２７１号）、農業協同組合
法施⾏規則（平成１７年農林⽔産省令第２７号。第２６条第１項、第２６条の３
第１項及び第２９条の２において「省令」という。）その他法に基づく命令に定め
るもののほか、この規則の定めるところによる。 

 
（定義） 
第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 
１ 組 合 農業協同組合及び農業協同組合連合会をいう。 
２ 総 会 法第４３条の２及び第４３条の３第１項に規定する通常総会及

び臨時総会（法第４８条第７項において準用する総代会の場合
を含む。）をいう。 

３ 組合員 農業協同組合の組合員及び農業協同組合連合会の会員をいう。 
 
（書類の提出） 
第３条 この規則に基づいて知事に提出する書類は、組合及び県⺠局の管轄区域を

超える区域を地域とする農事組合法人にあっては直接知事に、その他の農事組合
法人にあってはその農事組合法人の地区を管轄する県⺠局⻑を経由して知事に、
いずれも１通を提出するものとする。 

 
（書類の受理） 
第４条 この規則に基づいて提出する書類は、前条の規定により知事⼜は県⺠局⻑

の受け付けた⽇にそれぞれ受理したものとする。 
 
（設⽴の認可申請） 
第５条 法第５９条第１項の規定により、組合の設⽴の認可を受けようとするとき
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は、定款及び事業計画書のほか、次に掲げる書類を添えて、発起人の代表者の氏
名を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

１ 設⽴理由書 
２ 設⽴経過報告書 
３ 発起人調書 
４ 発起人会の開催を証する書類 
５ 法第５６条に規定する目論⾒書 
６ 設⽴準備会開催の公告の写し 
７ 定款作成委員調書 
８ 設⽴準備会議事録の謄本 
９ 創⽴総会開催の公告の写し 

１０ 創⽴総会議事録の謄本 
１１ 組合員たる資格を有する者の設⽴同意書の写し 
１２ 役員就任承諾書の写し 
１３ その他参考となるべき事項を記載した書類 

２ 農業協同組合連合会の設⽴の認可を受けようとするときは、前項各号に掲げる
書類のほか、当該農業協同組合連合会の設⽴発起人となった組合⼜は設⽴に同意
した組合において、当該農業協同組合連合会の設⽴発起人となり、⼜は当該農業
協同組合連合会の設⽴に同意することについての決議に係る総会議事録抄本を添
えて、知事に提出しなければならない。 

 
（吸収合併の認可申請） 
第６条 合併する組合のいずれかが合併後存続する合併の場合において、法第１０

条第１項第３号の事業を⾏っていない組合は、法第６５条第２項の規定により組
合の合併の認可を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、各組合の代
表者がその氏名を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

１ 各組合の合併理由書 
２ 合併の決議をした各組合の総会議事録の謄本 
３ 合併契約書及び覚書の写し 
４ 各組合の最終事業年度に係る財産目録⼜は貸借対照表（最終事業年度が

ない場合にあっては、成⽴の⽇における財産目録⼜は貸借対照表） 
５ 総代会で合併の決議をした組合にあっては、法第４８条の２第１項の規

定による通知の状況を記載した書類 
６ 法第４８条の２第２項の規定による総会の招集があった組合にあって

は、当該総会の開催までの経過を記載した書類及び当該総会議事録の謄本 
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７ 各組合の合併経過報告書 
８ 各組合の合併の決議をした総会の招集通知の写し 
９ 各組合の合併に係る理事会議事録の謄本 

１０ 法第６５条第４項において準用する法第４９条第２項の規定による公告
及び催告の写し（同条第３項の規定により、公告を官報のほか、法第９７
条の４第２項の規定により公告の方法として定款に定めた、時事に関する
事項を掲載する⽇刊新聞紙に掲載する方法⼜は電子公告によりした場合に
あっては、これらの公告の写し） 

１１ 法第６５条第４項において準用する法第５０条第１項の規定に該当する
場合にあっては、債権者が⼀定の期間内に異議を述べなかったことを証す
る監事の作成した書面 

１２ 法第６５条第４項において準用する法第５０条第２項の規定による手続
を経た場合にあっては、当該手続を経たことを証する書面 

１３ 合併後存続する組合の定款、各種事業実施規程、事業計画書（合併の基
本方針に関する事項、合併後の事業経営についての基本方針に関する事
項、施設の統合整備に関する事項及び合併の⽇を含む事業年度以後の事業
計画を内容に含むものに限る。）、組合員数、役員の履歴書及び事務所の位
置を記載した書類 

１４ その他参考となるべき事項を記載した書類 
２ 前項の場合において、組合員に出資させる組合（以下「出資組合」という。）に

あっては、同項各号に掲げる書類のほか、合併後の出資の総口数及び総額を記載
した書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 
（新設合併の認可申請） 
第７条 ２以上の組合が新たに組合を設⽴する合併の場合において、法第１０条第

１項第３号の事業を⾏っていない組合は、法第６５条第２項の規定により組合の
合併の認可を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、設⽴委員全員が
その氏名を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

１ 前条第１項第１号から第１２号までに掲げる書類 
２ 出資組合にあっては、前条第２項の書類 
３ 合併により設⽴される組合の定款、各種事業実施規程、事業計画書（合

併の基本方針に関する事項、合併後の事業経営についての基本方針に関す
る事項、施設の統合整備に関する事項及び合併の⽇を含む事業年度以後の
事業計画を内容に含むものに限る。）、組合員数、役員の履歴書及び事務所
の位置を記載した書類 
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４ 法第６６条第１項の規定により選任された設⽴委員であることを証する
各組合の監事の作成した書面及び設⽴委員会議事録の謄本 

５ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（新設分割の認可申請） 
第７条の２ 新設分割組合は、法第７０条の３第３項の規定により、新設分割の認

可を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しな
ければならない。 

１ 新設分割の理由書 
２ 新設分割の決議をした総会議事録の謄本 
３ 新設分割計画書 
４ 最終事業年度に係る貸借対照表（最終事業年度がない場合にあっては、

成⽴の⽇における貸借対照表） 
５ 総代会で新設分割の決議をした新設分割組合にあっては、法第７０条の

３第５項において準用する法第４８条の２第１項の規定による通知の状況
を記載した書類 

６ 法第７０条の３第５項において準用する法第４８条の２第２項の規定に
よる総会の招集があった新設分割組合にあっては、当該総会の開催までの
経過を記載した書類及び当該総会議事録の謄本 

７ 新設分割経過報告書 
８ 新設分割の決議をした総会の招集通知の写し 
９ 新設分割に係る理事会議事録の謄本 

１０ 法第７０条の３第５項において準用する法第４９条第２項の規定による
公告及び催告の写し（同条第３項の規定により、公告を官報のほか、法第
９７条の４第２項の規定により公告の方法として定款に定めた、時事に関
する事項を掲載する⽇刊新聞紙に掲載する方法⼜は電子公告によりした場
合にあっては、これらの公告の写し） 

１１ 法第７０条の３第５項において準用する法第５０条第１項の規定に該当
する場合にあっては、債権者が⼀定の期間内に異議を述べなかったことを
証する監事の作成した書面 

１２ 法第７０条の３第５項において準用する法第５０条第２項の規定による
手続を経た場合にあっては、当該手続を経たことを証する書面 

１３ 新設分割後の新設分割組合の出資の総口数及び総額を記載した書類 
１４ 新設分割組合の事業計画書（新設分割の基本方針に関する事項、新設分

割後の事業経営についての基本方針に関する事項及び新設分割の⽇を含む
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事業年度以後の事業計画を内容に含むものに限る。） 
１５ 新設分割設⽴組合の定款、各種事業実施規程、事業計画書（事業経営に

ついての基本方針に関する事項及び新設分割の⽇を含む事業年度以後の事
業計画を内容に含むものに限る。）、組合員数、役員の履歴書及び事務所の
位置を記載した書類 

１６ 法第７０条の３第５項において準用する法第６６条第１項の規定により
選任された設⽴委員であることを証する監事の作成した書面及び設⽴委員
会議事録の謄本 

１７ その他参考となるべき事項を記載した書類 
 
（農業協同組合連合会の権利義務の承継の認可申請） 
第８条 法第１０条第１項第３号の事業を⾏っていない組合は、法第７０条第２項

において準用する法第６５条第２項の規定により、農業協同組合連合会の権利義
務の承継の認可を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、各組合の代
表者がその氏名を記載した申請書を知事に提出しなければならない。 

１ 権利義務の承継の理由書 
２ 権利義務の承継の決議をした各組合の総会議事録の謄本 
３ 権利義務承継契約書の写し 
４ 各組合の最終事業年度に係る財産目録⼜は貸借対照表（最終事業年度が

ない場合にあっては、成⽴の⽇における財産目録⼜は貸借対照表） 
５ 総代会で権利義務の承継の決議をした組合にあっては、法第７０条第２

項において準用する法第４８条の２第１項の規定による通知の状況を記載
した書類 

６ 法第７０条第２項において準用する法第４８条の２第２項の規定による
総会の招集があった組合にあっては、当該総会の開催までの経過を記載し
た書類及び当該総会議事録の謄本 

７ 権利義務の承継の経過報告書 
８ 各組合の権利義務の承継の決議をした総会の招集通知の写し 
９ 各組合の権利義務の承継に係る理事会議事録の謄本 

１０ 法第７０条第２項において準用する法第６５条第４項において準用する
法第４９条第２項の規定による公告及び催告の写し（同条第３項の規定に
より、公告を官報のほか、法第９７条の４第２項の規定により公告の方法
として定款に定めた、時事に関する事項を掲載する⽇刊新聞紙に掲載する
方法⼜は電子公告によりした場合にあっては、これらの公告の写し） 

１１ 法第７０条第２項において準用する法第６５条第４項において準用する
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法第５０条第１項の規定に該当する場合にあっては、債権者が⼀定の期間
内に異議を述べなかったことを証する監事の作成した書面 

１２ 法第７０条第２項において準用する法第６５条第４項において準用する
法第５０条第２項の規定による手続を経た場合にあっては、当該手続を経
たことを証する書面 

１３ 権利義務を承継する組合の定款、各種事業実施規程、事業計画書（権利
義務の承継の基本方針に関する事項、権利義務の承継後の事業経営につい
ての基本方針に関する事項、施設の統合整備に関する事項及び権利義務の
承継の⽇を含む事業年度以後の事業計画を内容に含むものに限る。）、組合
員数、役員の履歴書及び事務所の位置を記載した書類 

１４ 当該農業協同組合連合会の法第１２条第２項第１号の規定による会員が
当該組合１人であることを証する書面 

１５ その他参考となるべき事項を記載した書類 
２ 前項の場合において、出資組合にあっては、同項各号に掲げる書類のほか、次

に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。 
１ 権利義務の承継後の出資の総口数及び総額を記載した書類 
２ 当該農業協同組合連合会の会員に法第１２条第２項第２号⼜は第３号に

該当することにより会員たる資格を有する者がいないことを証する書面 
３ 当該組合の当該農業協同組合連合会に対して有する持分が第三者の権利

の目的となっていないことを証する書面 
 
（定款の変更の認可申請等） 
第９条 組合は、法第４４条第２項の規定により、定款の変更の認可を受けようと

するときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しなければならな
い。 

１ 変更の理由書 
２ 定款の新旧条文を対照した書面 
３ 現⾏の定款の全文を記載した書類 
４ 変更の決議に係る総会議事録の謄本 
５ 変更の決議をした総会の招集通知の写し 
６ 変更に係る理事会議事録の謄本 
７ その他参考となるべき事項を記載した書類 

２ 全文にわたって定款を変更するときは、変更後の定款をもって前項第２号の書
面に代えることができる。 

３ 出資組合にあっては、定款の変更により出資１口の⾦額を減少するときは、第
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１項各号に掲げる書類のほか、次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければ
ならない。 

１ 最終事業年度に係る貸借対照表（最終事業年度がない場合にあっては、
成⽴の⽇における貸借対照表） 

２ 法第４９条第２項の規定による公告及び催告の写し（同条第３項の規定
により、公告を官報のほか、法第９７条の４第２項の規定により公告の方
法として定款に定めた、時事に関する事項を掲載する⽇刊新聞紙に掲載す
る方法⼜は電子公告によりした場合にあっては、これらの公告の写し） 

３ 法第５０条第１項の規定に該当する場合にあっては、債権者が⼀定の期
間内に異議を述べなかったことを証する監事の作成した書面 

４ 法第５０条第２項の規定による手続を経た場合にあっては、当該手続を
経たことを証する書面 

４ 出資１口の⾦額を増額するときは、第１項各号の書類のほか、当該変更につい
て、全組合員の同意のあったことを証する書面を添えなければならない。 

５ 出資最低持口数を引き上げるときは、第１項各号の書類のほか、当該変更につ
いて、持口数が引上げ後の最低持口数に達しない組合員全員の同意のあったこと
を証する書面を添えなければならない。 

６ 既に組合員となっている者が組合員資格を喪失することとなる変更をするとき
は、第１項各号の書類のほか、当該変更について、組合員資格を喪失する者の同
意のあったことを証する書面を添えなければならない。 

７ 組合は、法第４４条第４項に規定する事項に係る定款の変更をしたときは、第
１項各号に掲げる書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なければなら
ない。 

 
（員外利用割合の限度の特例の指定申請） 
第１０条 組合は、法第１０条第１８項の規定により、同条第１７項ただし書に規

定する限度を超えて、組合員以外の者に資⾦の貸付け及び手形の割引を利用させ
ることについての指定を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請
書を知事に提出しなければならない。 

１ 理由書 
２ 過去５年間における財産及び損益の状況、執⾏体制その他参考となるべ

き事項を記載した書類 
３ 指定の申請の決議をした理事会の議案及び議事録の謄本 

 
（信用事業規程の承認申請） 
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第１１条 組合は、法第１１条第１項の規定により、信用事業規程の承認を受けよ
うとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しなければなら
ない。 

１ 信用事業規程 
２ 理由書 
３ 信用事業規程を定める決議をした総会の議案及び議事録の謄本 

 
（信用事業規程の変更⼜は廃⽌の承認申請等） 
第１２条 組合は、法第１１条第３項の規定により、信用事業規程の変更の承認を

受けようとするときは次に掲げる書類を、信用事業規程の廃⽌の承認を受けよう
とするときは第１号及び第２号に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しな
ければならない。 

１ 変更⼜は廃⽌の理由書 
２ 変更⼜は廃⽌の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 
３ 信用事業規程の新旧条文を対照した書面 
４ 現⾏の信用事業規程の全文を記載した書類 

２ 前項第３号に掲げる書面の提出については、第９条第２項の規定を準用する。 
３ 組合は、法第１１条第４項に規定する事項に係る信用事業規程の変更をしたと

きは、第１項各号に掲げる書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なけ
ればならない。 

 
（共済規程の承認申請） 
第１３条 組合は、法第１１条の１７第１項の規定により、共済規程の承認を受け

ようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しなければな
らない。 

１ 共済規程 
２ 理由書 
３ 共済規程を定める決議をした総会の議案及び議事録の謄本 

 
（共済規程の変更⼜は廃⽌の承認申請等） 
第１４条 組合は、法第１１条の１７第３項の規定により、共済規程の変更の承認

を受けようとするときは第１号から第４号までに掲げる書類を、共済規程の廃⽌
の承認を受けようとするときは第１号、第２号及び第５号に掲げる書類を添え
て、申請書を知事に提出しなければならない。 

１ 変更⼜は廃⽌の理由書 
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２ 変更⼜は廃⽌の決議をした総会の議案及び議事録の謄本（法第４４条第
５項の規定により、共済規程の変更について理事会で決議をした場合にあ
っては、当該理事会の議案及び議事録の謄本） 

３ 共済規程の新旧条文を対照した書面 
４ 現⾏の共済規程の全文を記載した書類 
５ 現に締結している共済契約の取扱いの方針を記載した書面 

２ 前項第３号に掲げる書面の提出については、第９条第２項の規定を準用する。 
３ 組合は、法第１１条の１７第４項に規定する事項に係る共済規程の変更をした

ときは、第１項各号に掲げる書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出な
ければならない。 

 
（信託規程の承認申請） 
第１５条 組合は、法第１１条の４２第１項の規定により、信託規程の承認を受け

ようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しなければな
らない。 

１ 信託規程 
２ 理由書 
３ 信託規程を定める決議をした総会の議案及び議事録の謄本 

 
（信託規程の変更の承認申請等） 
第１６条 農業協同組合は、法第１１条の４２第３項の規定により、信託規程の変

更の承認を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提
出しなければならない。 

１ 変更の理由書 
２ 変更の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 
３ 信託規程の新旧条文を対照した書面 
４ 現⾏の信託規程の全文を記載した書類 

２ 前項第３号に掲げる書面の提出については、第９条第２項の規定を準用する。 
３ 農業協同組合は、法第１１条の４２第４項に規定する事項に係る信託規程の変

更をしたときは第１項各号に掲げる書類を、信託規程を廃⽌したときは次に掲げ
る書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なければならない。 

１ 廃⽌の理由書 
２ 廃⽌の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 

 
（信託の引受けの申⽴等） 
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第１７条 組合等は、信託法（平成１８年法律第１０８号）及び法第１１条の４５
の規定により、信託の引受けに関する申⽴て若しくは請求をしようとするとき⼜
は許可を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申⽴書等を知事に提
出しなければならない。 

１ 理由書 
２ 信託契約書の写し 

 
（宅地等供給事業実施規程の承認申請） 
第１８条 組合は、法第１１条の４８第１項の規定により、宅地等供給事業実施規

程の承認を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提
出しなければならない。 

１ 宅地等供給事業実施規程 
２ 理由書 
３ 宅地等供給事業実施規程を定める決議をした総会の議案及び議事録の謄

本 
 
（宅地等供給事業実施規程の変更の承認申請等） 
第１９条 組合は、法第１１条の４８第３項の規定により、宅地等供給事業実施規

程の変更の承認を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知
事に提出しなければならない。 

１ 変更の理由書 
２ 変更の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 
３ 宅地等供給事業実施規程の新旧条文を対照した書面 
４ 現⾏の宅地等供給事業実施規程の全文を記載した書類 

２ 前項第３号に掲げる書面の提出については、第９条第２項の規定を準用する。 
３ 組合は、法第１１条の４８第４項に規定する事項に係る宅地等供給事業実施規

程の変更をしたときは第１項各号に掲げる書類を、宅地等供給事業実施規程を廃
⽌したときは次に掲げる書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なけれ
ばならない。 

１ 廃⽌の理由書 
２ 廃⽌の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 

 
（農業経営規程の承認申請） 
第２０条 組合は、法第１１条の５１第１項の規定により、農業経営規程の承認を

受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しなけれ
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ばならない。 
１ 農業経営規程 
２ 理由書 
３ 農業経営規程を定める決議をした総会の議案及び議事録の謄本 

 
（農業経営規程の変更の承認申請等） 
第２１条 組合は、法第１１条の５１第３項の規定により、農業経営規程の変更の

承認を受けようとするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出し
なければならない。 

１ 変更の理由書 
２ 変更の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 
３ 農業経営規程の新旧条文を対照した書面 
４ 現⾏の農業経営規程の全文を記載した書類 

２ 前項第３号に掲げる書面の提出については、第９条第２項の規定を準用する。 
３ 組合は、法第１１条の５１第４項に規定する事項に係る農業経営規程の変更を

したときは第１項各号に掲げる書類を、農業経営規程を廃⽌したときは次に掲げ
る書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なければならない。 

１ 廃⽌の理由書 
２ 廃⽌の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 

 
（⼀時理事若しくは監事の職務を⾏うべき者の選任⼜は総会の招集請求） 
第２２条 組合員その他の利害関係人は、法第４０条第１項の規定により、⼀時理

事若しくは監事の職務を⾏うべき者を選任し、⼜は役員を選挙し、若しくは選任
するための総会の招集を請求しようとするときは、理由書を添えて、請求書を知
事に提出しなければならない。 

 
（信用事業の全部の譲渡の届出） 
第２３条 組合は、信用事業の全部を譲渡したときは、法第５０条の２第７項の規

定により、次に掲げる書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なければ
ならない。 

１ 理由書 
２ 信用事業の全部の譲渡の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 
３ 信用事業の全部の譲渡の決議をした総会の招集通知の写し 
４ 法第５０条の２第５項の規定による公告の写し 
５ 最終事業年度に係る貸借対照表（最終事業年度がない場合にあっては、
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成⽴の⽇における貸借対照表） 
６ 法第５０条の２第４項において準用する法第４９条第２項の規定による

公告及び催告の写し（同条第３項の規定により、公告を官報のほか、法第
９７条の４第２項の規定により公告の方法として定款に定めた、時事に関
する事項を掲載する⽇刊新聞紙に掲載する方法⼜は電子公告によりした場
合にあっては、これらの公告の写し） 

７ 法第５０条の２第４項において準用する法第５０条第１項の規定に該当
する場合にあっては、債権者が⼀定の期間内に異議を述べなかったことを
証する監事の作成した書面 

８ 法第５０条の２第４項において準用する法第５０条第２項の規定による
手続を経た場合にあっては、当該手続を経たことを証する書面 

 
（共済事業の全部の譲渡等の届出） 
第２４条 組合は、共済事業の全部の譲渡⼜は共済契約の全部の移転をしたとき

は、法第５０条の４第５項において準用する法第５０条の２第７項の規定によ
り、次に掲げる書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なければならな
い。 

１ 理由書 
２ 共済事業の全部の譲渡等の決議をした総会の議案及び議事録の謄本 
３ 共済事業の全部の譲渡等の決議をした総会の招集通知の写し 
４ 最終事業年度に係る貸借対照表（最終事業年度がない場合にあっては、

成⽴の⽇における貸借対照表） 
５ 法第５０条の４第４項において準用する法第４９条第２項の規定による

公告及び催告の写し（同条第３項の規定により、公告を官報のほか、法第
９７条の４第２項の規定により公告の方法として定款に定めた、時事に関
する事項を掲載する⽇刊新聞紙に掲載する方法⼜は電子公告によりした場
合にあっては、これらの公告の写し） 

６ 法第５０条の４第４項において準用する法第５０条第１項の規定に該当
する場合にあっては、債権者が⼀定の期間内に異議を述べなかったことを
証する監事の作成した書面 

７ 法第５０条の４第４項において準用する法第５０条第２項の規定による
手続を経た場合にあっては、当該手続を経たことを証する書面 

 
（解散の決議の認可申請） 
第２５条 組合は、法第６４条第２項の規定により、解散の決議の認可を受けよう
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とするときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しなければならな
い。 

１ 解散の理由書 
２ 解散の決議をした総会議事録の謄本 
３ 解散時の財産目録⼜は貸借対照表 
４ 清算人名簿 
５ 解散の決議をした総会の招集通知の写し 
６ 解散に係る理事会議事録の謄本 
７ その他参考となるべき事項を記載した書類 

 
（解散の届出） 
第２６条 組合（法第６４条第２項の組合を除く。第２６条の３第１項において同

じ。）は、総会の決議により解散したときは、省令第２０８条に規定する書類のほ
か、次に掲げる書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なければならな
い。 

１ 前条第１号及び第３号から第６号までに掲げる書類 
２ その他参考となるべき事項を記載した書類 

２ 組合は、法第６４条第５項に規定する事由により解散したときは、次に掲げる
書類を添えて、遅滞なく、その旨を知事に届け出なければならない。 

１ 解散時の組合員名簿 
２ 解散時の財産目録⼜は貸借対照表 

 
（事業を廃⽌していない旨の届出） 
第２６条の２ 法第６４条の２第１項の規定による休眠組合が事業を廃⽌していな

い旨の届出書は、同項に定めるところにより、次に掲げる書類を添えて、知事に
提出しなければならない。 

１ 直近の総会議事録の謄本 
２ 財産目録⼜は貸借対照表 

２ 前項の規定は、法第７３条第４項において準用する法第６４条の２第１項の規
定による農事組合法人が事業を廃⽌していない旨の届出について準用する。 

 
（継続の届出） 
第２６条の３ 組合は、法第６４条の３第１項の規定により組合が継続したとき

は、同条第３項に定めるところにより、省令第２０８条の３に規定する書類のほ
か、次に掲げる書類を添えて、その旨を知事に届け出なければならない。 
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１ 継続の理由書 
２ 継続の決議をした⽇における財産目録⼜は貸借対照表 
３ 理事の名簿 
４ 継続の決議をした総会の招集通知の写し 
５ 継続に係る清算人会の議事録の謄本 
６ 事業計画書 
７ その他参考となるべき事項を記載した書類 

２ 前項の規定は、法第７３条第４項において準用する法第６４条の３第１項の規
定により農事組合法人が継続した場合の届出について準用する。この場合におい
て、前項中「第２０８条の３」とあるのは、「第２１７条の５第３項において準用
する省令第２０８条の３」と読み替えるものとする。 

 
（検査及び決議等の取消しの請求） 
第２７条 組合員は、法第９４条第１項の規定による業務若しくは会計の状況の検

査の請求をしようとするとき、⼜は法第９６条第１項の規定による総会（創⽴総
会を含む。）の決議若しくは選挙若しくは当選の取消しの請求をしようとするとき
は、次に掲げる書類を添えて、請求書を知事に提出しなければならない。 

１ 請求の理由書 
２ 請求の⽇における総組合員数及び請求に同意した者の数を記載した書面 
３ 請求に同意した者全員の同意書 

 
（総会の報告） 
第２８条 組合は、総会を終了したときは、総会議事録の謄本を添えて、遅滞な

く、その旨を知事に報告しなければならない。 
２ 前項の場合において、次に掲げる事項について決議をしたときは、総会議事録

の謄本のほか、当該事項の関係書類を添えて、知事に報告しなければならない。 
１ 事業計画の設定⼜は変更 
２ 事業報告書、貸借対照表、損益計算書、剰余⾦処分⼜は損失処理及び附

属明細書 
 
（役員選出の報告） 
第２９条 組合は、役員を選挙し、⼜は選任したときは、当選⼜は選任を確定した

後遅滞なく、次に掲げる書類を添えて、その旨を知事に報告しなければならな
い。 

１ 選挙録の謄本⼜は選任に係る総会議事録の抄本 
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２ 役員調書 
２ 組合は、定款に定めるところにより代表理事を選任したときは、選任を確定し

た後遅滞なく、次に掲げる書類を添えて、その旨を知事に報告しなければならな
い。 

１ 代表理事選任に係る理事会議事録の抄本 
２ 代表理事調書 

３ 組合は、定款に定めるところにより組合⻑⼜は常勤役員を選任したときは、選
任を確定した後遅滞なく、その職及び氏名を知事に報告しなければならない。 

 
（理事等の構成の特例の承認申請） 
第２９条の２ 組合は、省令第７６条の２第１項第３号イの承認を受けようとする

ときは、次に掲げる書類を添えて、申請書を知事に提出しなければならない。 
１ 理事の定数の過半数を法第３０条第１２項各号に掲げる者⼜は省令第７

６条の２第１項第１号に規定する認定農業者に準ずる者とすることとすれ
ば理事の選挙⼜は選任に著しい困難が⽣ずると判断した理由書 

２ その他参考となるべき事項を記載した書類 
２ 前項の規定は、経営管理委員設置組合が省令第７６条の２第２項第３号イの承

認を受けようとする場合について準用する。この場合において、前項第１号中
「理事」とあるのは「経営管理委員」と、「第３０条第１２項各号」とあるのは
「第３０条第１２項第１号」と読み替えるものとする。 

 
（団体協約の報告） 
第３０条 組合は、法第１０条第１項第１４号の団体協約を締結したときは、契約

書の写しを添えて、遅滞なくその旨を知事に報告しなければならない。 
２ 組合は、前項の契約を解除したときは、遅滞なく、その旨を知事に報告しなけ

ればならない。 
 
（残高試算表の提出） 
第３１条 組合は、毎⽉末⽇現在の残高試算表を作成し、翌⽉１０⽇までに、これ

を知事に提出しなければならない。 
 
（組合員の組合に対する請求の報告） 
第３２条 組合は、組合員から次の各号のいずれかに該当する請求を受けたとき

は、遅滞なく、請求書の写しを添えて、その旨を知事に報告しなければならな
い。 
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１ 法第３８条第１項⼜は第２項の規定による役員の改選⼜は理事の解任の
請求 

２ 法第３５条の４第１項において準用する会社法（平成１７年法律第８６
号）第３６０条第１項の規定による理事の⾏為の差⽌めの請求 

３ 法第４１条において準用する会社法第８４７条第１項の規定による役員
⼜は会計監査人の責任を追及する訴えの提起の請求 

４ 法第４３条第１項の規定による参事⼜は会計主任の解任の請求 
５ 法第４３条の３第２項⼜は第４８条の２第２項の規定による総会の招集

の請求 
２ 組合は、前項の請求に対する措置を⾏ったときは、遅滞なく、そのてん末を知

事に報告しなければならない。 
 
（破産に関する報告） 
第３３条 組合は、破産法（平成１６年法律第７５号）第１９条第４項において準

用する同条第１項第１号の規定により理事が破産手続開始の申⽴てをし、⼜は破
産手続開始の決定を受けたときは、遅滞なく、その旨を知事に報告しなければな
らない。 

 
（登記完了の報告） 
第３４条 組合は、次に掲げる登記をしたときは、登記完了の後遅滞なく、登記事

項証明書を添えて、その旨を知事に報告しなければならない。ただし、法第６４
条第４項の規定による届出をした場合は、この限りではない。 

１ 組合の設⽴の登記 
２ 組合の合併の登記 
３ 主たる事務所の移転の登記 
４ 組合の解散の登記 
５ 代表理事の登記 

 
（農事組合法人の成⽴の届出） 
第３５条 農事組合法人は、法第７２条の３２第４項の規定により、成⽴したとき

は、成⽴の⽇から２週間以内に、次に掲げる書類を添えて、その旨を知事に届け
出なければならない。 

１ 登記事項証明書 
２ 定款 
３ 組合員名簿の写し 
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（農事組合法人の合併の届出） 
第３６条 農事組合法人は、法第７２条の３５第３項の規定により、合併したとき

は、合併の⽇から２週間以内に、次に掲げる書類を添えて、その旨を知事に届け
出なければならない。 

１ 登記事項証明書 
２ 合併後存続する、⼜は新設された農事組合法人の定款 
３ 合併後存続する、⼜は新設された農事組合法人の組合員名簿の写し 

 
（農事組合法人の定款変更の届出） 
第３７条 農事組合法人は、法第７２条の２９第２項の規定により、定款を変更し

たときは、変更の⽇から２週間以内に、次に掲げる書類を添えて、その旨を知事
に届け出なければならない。 

１ 変更の理由書 
２ 定款の新旧条文を対照した書面 
３ 変更の決議をした総会の招集通知の写し 
４ 変更の決議に係る総会議事録の抄本 

２ 前項第２号に掲げる書面の提出については、第９条第２項の規定を準用する。 
 
（農事組合法人の⼀時理事の職務を⾏うべき者の選任請求） 
第３８条 農事組合法人の組合員その他の利害関係人は、法第７２条の２２の規定

による⼀時理事の職務を⾏うべき者の選任を請求しようとするときは、理由書を
添えて、請求書を知事に提出しなければならない。 

 
（農事組合法人の解散の届出） 
第３９条 農事組合法人は、法第７２条の３４第２項の規定により、法第７３条第

４項において準用する法第６４条第１項第２号⼜は第５号に掲げる事由以外の事
由によって解散したときは、解散の⽇から２週間以内に、次に掲げる書類を添え
て、その旨を知事に届け出なければならない。 

１ 解散の理由書 
２ 解散時の財産目録⼜は貸借対照表 
３ 解散が総会の決議による場合にあっては、当該総会議事録の謄本 

 
（農事組合法人の清算結了の届出） 
第４０条 農事組合法人の清算人は、法第７２条の４４の規定により、清算が結了
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したときは、遅滞なく、登記事項証明書を添えて、その旨を知事に届け出なけれ
ばならない。 

 
（総会の報告） 
第４１条 農事組合法人は、総会を終了したときは、総会議事録の謄本を添えて、

遅滞なく、その旨を知事に報告しなければならない。 
２ 前項の場合において、次に掲げる事項について決議をしたときは、総会議事録

の謄本のほか、当該事項の関係書類を添えて、知事に報告しなければならない。 
１ 事業計画の設定⼜は変更 
２ 事業報告書、財産目録、貸借対照表及び剰余⾦処分⼜は損失処理 

 
（代表理事選任の報告） 
第４２条 農事組合法人は、定款の定めるところにより代表理事を選任したとき

は、選任を確定した後遅滞なく、その氏名を知事に報告しなければならない。 
 
（組織変更の届出） 
第４３条 出資組合⼜は出資農事組合法人は、株式会社への組織変更をしたとき

は、法第７３条の１０に定めるところにより、届出書に次に掲げる書類を添え
て、知事に届け出なければならない。 

１ 組織変更計画書 
２ 組織変更の決議をした総会議事録の謄本 
３ 組織変更後の登記事項証明書 

２ 前項の規定は、非出資組合⼜は非出資農事組合法人が⼀般社団法人への組織変
更をしたときの法第８０条において準用する法第７３条の１０の規定による届出
について準用する。 

 
（検査） 
第４４条 法第９４条の規定による検査は、岡山県農林⽔産関係組合等検査規則

（平成１２年岡山県規則第１２０号）に定めるところにより⾏うものとする。 
 
（検査指摘事項に対する改善状況の報告） 
第４５条 組合は、法第９３条第１項の規定により、前条に規定する検査において

指摘された事項に対する改善状況の報告を命ぜられたときは、知事が定める期限
内に、次に掲げる書類を添えて、知事に報告しなければならない。 

１ 報告について協議した理事会の議事録の謄本 
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２ 報告についての監事の意⾒書 
２ 子会社等及び共済代理店は、法第９３条第２項の規定により、前条に規定する

検査において指摘された事項に対する改善状況の報告を求められたときは、知事
が定める期限内に、次に掲げる書類を添えて、知事に報告しなければならない。 

１ 報告について協議した理事会⼜は取締役会（理事会⼜は取締役会を置い
ていない共済代理店にあっては、理事会⼜は取締役会に準ずる権限を有す
る機関）の議事録の謄本 

２ 報告についての監事⼜は監査役（監事⼜は監査役を置いていない子会社
等及び共済代理店にあっては、監事⼜は監査役に準ずる職務権限を有する
者）の意⾒書 

 
（書類の様式） 
第４６条 この規則に定める申請書、報告書その他の書類の様式は、別に定める。 
 
附則 
（施⾏期⽇） 
１ この規則は、公布の⽇から施⾏する。 
（経過措置） 
２ この規則の施⾏の際、現にこの規則による改正前の農業協同組合法施⾏規則に

基づき提出された申請書等については、この規則による改正後の農業協同組合法
施⾏細則の相当規定に基づいて提出された申請書等とみなす。 

 
附則（平成１７年規則第１９号） 
この規則は、平成１７年４⽉１⽇から施⾏する。ただし、第３４条から第３６条ま
で、第４０条及び第４１条の改正規定は、公布の⽇から施⾏する。 
 
附則（平成１８年規則第１２３号） 
この規則は、公布の⽇から施⾏する。 
 
附則（平成１９年規則第１２１号） 
この規則は、平成１９年９⽉３０⽇から施⾏する。 
 
附則（平成２０年規則第８９号） 
この規則は、平成２０年１２⽉１⽇から施⾏する。 
 



農業協同組合法施⾏細則（平成１６年岡山県規則第７４号） 

 20 / 20 

附則（平成２０年規則第９８号の２） 
この規則は、平成２０年１２⽉１２⽇から施⾏する。 
 
附則（平成２８年規則第３４号） 
この附則は、平成２８年４⽉１⽇から施⾏する。 
 
附則（令和３年規則第２８号） 
この附則は、令和３年３⽉３０⽇から施⾏する 


